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故人の財産について

不
動
産

所在地 名義人 持ち分 備　考

預
貯
金

金融機関名 支店名 金　額 備　考

そ
の
他
の
資
産

名　称 内　容 保管場所など 備　考

借
入
金
・
ロ
ー
ン

借入先 金　額 返済方法 備　考

生
命
保
険
・
損
害
保
険

保険会社 種類・内容 受取人 備　考

公
的
年
金

基礎年金番号 種　類 受給金額 備　考

個
人
年
金
・
企
業
年
金

名　称 番号・記号など 受給金額 備　考

そ
の
他
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法定相続情報証明制度について

法定相続情報証明制度
あなた

の手続きを応援します！

平成29年5月29日から、全国の登記所（法務局）において、
各種相続手続きに利用することができる「法定相続情報証明制度」がスタートしました。

　この制度を利用することで、各種相続手続きで戸籍謄本の束を何度も出し直す必要がなくなります。（※１）

（※１）相続手続きで必要となる書類は、各機関で異なりますので、提出先にご照会ください。

A銀行
（預金払戻）

B銀行
（預金払戻）

登記所
（相続登記）

戸籍書類一式 法定相続情報
一覧図の写し
※無料で必要な通数
　を交付

A銀行
（預金払戻）

B銀行
（預金払戻）

登記所
（相続登記）

制度の概要

POINT

戸籍の収集や一覧
図の作成などの手
続きは専門家（※2）
に依頼することも可
能です。
（※2）弁護士、司法書士、

土地家屋調査士、
税理士、社会保険
労務士、弁理士、
海事代理士、行政
書士

①申出（法定相続人または代理人）

1.市区町村の窓口で戸除籍謄本などを収集します。

2.法定相続情報一覧図を作成します。

3.所定の申出書を記載し、１及び２の書類を添付して
登記所に申出をします。

②確認・交付（登記所）

1.登記官による確認の後、法定相続情報一覧図を
保管します。

2.認証文付き法定相続情報一覧図の写しを交付し、
戸除籍謄本などを返却します。

③利用

各種相続手続きにお使いください。

法定相続情報証明制度に関する詳しい手続きは 

法務局ホームページ 検索

法定相続情報証明制度

利用する場合利用しない場合

POINT

相続手続きがいく
つもある場合にお
勧めです。手続きが
同時に進められ、時
間短縮につながり
ます。
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不動産登記推進イメージキャラクター

「トウキツネ」

POINT

不動産を相続した方へ

1

相続したことを知った日から

※正当な理由なく義務に違反した場合、
　10 万円以下の過料が科される可能性があります

3年以内 に登記！

POINT

2

知らなかった！

詳しくは、法務省ホームページへ

法務省　相続登記の義務化 検 索

不動産登記
推進サポーター
「シラナカッタヌキ」

最短で令和9年3月31日！

相続登記には期限があります

不動産登記推進イメージキャラクター

「トウキツネ」

令和6年4月1日より前の相続も対象！

※100 万円以下の土地相続など

住所等変更

登記義務化も

令和 8年 4 月1日

から始まりました！

相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記相続登記

免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置免税措置
令和 9 年 3 月 31日まで！

があります！

の
今なら！ さらに！

令和6年4月1日より前に
相続したことを知った不動産は、

令和9年3月31日 までに
相続登記をする必要があります
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不動産を相続したら？ 対応チャート

方法がわかって
安心したぬき…

いいえはい

遺産分割による話がまとまった

遺言書がある

※ このフロー図は、不動産の相続に関する典型的なケースにおいて、

　 通常想定される対応を示したものです

※ 相続した建物の登記がない場合には、建物の登記（表題登記）をする義務があります

令和6年4月1日より前に不動産を取得・相続を知った場合の期限は令和9年3月31日まで！

遺産分割に関する FAQ は
こちらから

はい いいえ

● 不動産の所有者が亡くなった場合の登記手続は、不動産の所在地の法務局（登記所）に申請して行います

● ケースにより必要な登記や書類が異なります

遺言の内容に基づく
所有権移転登記

遺産分割の結果に
基づく相続登記

相続人申告登記

遺産分割の結果に
基づく相続登記

• 義務を簡易に履行できる仕組みです
• 相続した不動産を売却するような場合
  には、別途、相続登記が必要です

相続人申告登記後に
遺産分割がまとまった場合（　　　　　）

※ 不動産の相続を知った日から
　３年以内

※ 遺産分割の日から３年以内

※ 不動産の相続を知った日から
　３年以内

※ 遺言により不動産を
取得したことを知った日から
３年以内

今なら、相続登記について登録免許税が

免除される場合があります

！令和 9 年 3 月 31日まで

詳しくはこちらから

相続したら
どうしたらいい？どうしたらいい？

法務局ホームページでは、必要な

準備や申請書の記載方法等をまとめた

「登記申請手続のご案内」

（登記手続ハンドブック）を

提供しています

全国の法務局では、

手続案内（予約制）を行っています

※手続案内は1回20分以内・完全予約制です

専門家

（弁護士/司法書士/土地家屋調査士）に

相談したい場合は、こちら

各法務局の
案内については
こちらから

詳しくはこちらから

日本弁護士連合会の

ホームページ

（法律相談のご案内）

日本司法書士会連合会の

ホームページ

（登記手続のご案内）

日本土地家屋調査士会

連合会のホームページ

（表示に関する登記のご案内）

ウェブ登記

手続案内については

こちらから法務局ホームページ

相続登記に関する相談窓口等

早期に遺産分割
することが困難

＋
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委 任 状 

 
 

※※必必ずず委委任任すするる方方がが全全部部書書いいててくくだだささいい。。  

代理人住所  

代理人氏名  

代理人生年月日 明・大・昭・平 年 月 日 

 
上上記記のの者者をを代代理理人人ととしし、、下下記記のの権権限限をを委委任任ししまますす。。  
 
１． 証明の取得に関する一切の権限 
 
２． 手続きに関する一切の権限 
 
３．その他（ ）に関する権限 
 
 
 
令和 年 月 日 

委任者住所  

委任者氏名 ㊞ 

委任者生年月日 明・大・昭・平 年 月 日 

委任者電話番号 （ ） 
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広告掲載に関するお問い合わせ　03-6866-0885 （株式会社鎌倉新書）
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